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2A5 産学官共同研究の 成功要因Ⅱ 

0 江藤 学 ( 筑波大先端学際領域 研 ) 

] 唱曲 
表 l: 胡 五対象とする 共同研究制度とそのプロジェクト 名 

我が国は産官学の 共同研究を制度的に 整備し 、 ⑥民間等との 協同研究制度 { 文部省 } 

活用してきた 長 い 歴史を有する。 その中で、 欧米 諸 ⑥創造科学技術推進事業 (ERATO)( 科学技術庁 } 

国 でもあ まり見られない、 競争関係企業が 複数参加 
①官民特定共同研究制度 ( 科学技術庁 } 

0  科学技術振興調整 費 総合研究 ( 科学技術庁 l 

する産学官共同研究も 数多く実施され、 その成果は ⑥官民連帯共同研究制度 ( 通産省 } 

我が国の経済発展に 大きく役立ってきた。 しかし、 我 ⑨ヒューマンサイェンス 基礎研究 

  官民共同プロジェクト { 厚生省 ) 

が 国の技術力が 分野によっては 欧米諸国と肩をなら ⑥交流共同研究、 共同研究制度 { 農水省 } 

べ 、 一部では先行する 時代となり、 また企業の技術 ① 北九州テクノセンター 

力 が向上して、 独力での技術開発を 積極的に実施 0  産業科学技術研究開発制度 ( 通産省 ) 
産学共同研究委託制度 ( 北九州市 ) 

できるよさになった 現在、 こういった産学官の 共同研 

究 もその意味を 大きく変化させつ つ あ る。 2) インタビュー 候補プロジェクトの 選定 

我々は、 このような産官学共同研究の 成功要因を 各共同研究プロジェクトのうち 終了しているものの 

探るため、 昨年報告した 成果を元に、 その研究対象 中からインタビュー 候補となるものを 選定した。 本所 

を 広げ、 既存の産学官共同研究システムにおける 制 究の目的から、 できる限り当該制度をうまく 活用して 

度 ・運用状況、 利用者の感触、 成果への影響等を 正 いるプロジェクトがインタビュ 一対象として 適当であ る 

確に把握し、 問題点を抽出した 上で、 その解決策を ため、 行政部局インタビュ 一調査時に、 具体的成功 

示し、 時代に則した 新 い、 産学官共同研究システム 例を上げていただき、 その判定基準を 伺 う 事とした。 

像を構築した。 その結果、 北九州市の産学官共同研究開発事業、 

2. 研究対象の選定と 研究の方法 
(1) 研究対象の選定 

本研究では昨年の 4 制度に加え、 農林水産省、 

厚生省、 科学技術庁等の 制度を研究対象に 加え、 

表 1 に示す 9 制度を対象として 共同研究システムの 

研究を進める 事とした。 

(2) 調査研究の方法 

1) 行政目的の調査 

最初に、 各制度の設立趣旨、 運用状況、 問題点、 

改良方向などを 調査するため、 各制度の運用を 担当 

している部局の 担当者に対するインタビュ 一調査を 

実施した。 このインタビュー 結果を整理し、 各プロジェ 

クトの特徴を 抽出するとともに、 研究者に対するインタ 

ビュ 一項目の整理も 行った。 

農水省交流共同研究制度、 通産省官民連帯共同 

研究事業等では、 参加した企業がその 共同研究で 

開発された技術を 製品として市場に 出すことが出来 

たかどうかが 成否判断の主要基準となっていた。 これ 

に 対し、 科学技術庁の 創造科学技術推進事業では、 

研究内容が基礎的で、 特許・製品等の 成果が出るこ 

とを期待していないため、 プロジェクトの 成否はプロジ 

ェクト終了後の 波及効果の大きさが 最も重要な判断 

基準となっていた。 波及効果の大きさとは、 プロジェク 

トの 研究成果報告会の 参加人数、 研究論文の引用 

数、 プロ、 ジェクト参加研究者の 再就職時の求人状況 

などであ る。 

3) プロジェクトリーダーインタビュ 一調査 

各プロジェクトの 実態調査は、 プロジェクトリーダ 一 

に対するインタビュ 一により行った。 本 インタビュ一項 
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ない。 質問項目はそれぞれの 制度毎に少しづつ 異な 

っているが、 基本的にはプロジェクトの 流れにそって 

整理した。 

4) アンケート調査 

プロジェクトリーダに 対するインタビュ 一調査を元に、 

昨年と同様成功要因を 整理した。 その結果を元にア 

ンケートを作成し、 成功要因の定量的分析を 行うこと 

とした。 表 1 で⑨のついた 制度の各プロジェクトをア 

ンケート対象とし、 約 1000 通のアンケートを 発送し 、 

260 通の回答を得た。 

3, 各制度の比較 
1) プロジェクト 規模 

予算規模はプロジェクト 数に応じて大きくなるが、 1 

テーマあ たりの資金額を 見ると、 大きく 2 つのグルー 

プに 分かれる事がわかる。 1 プロジェクトあ たりの資金 

額が 10 億円を超えるグループと、 500 万～ 2000 万 

円程度のバループであ る。 前者に当たるものは、 通 

産 省の産業科学技術研究開発制度、 科学技術庁の 

科学技術振興調整 費 総合研究と創造科学技術推 

進制度の 3 制度であ り、 他の制度は全て 後者に属す 

る。 もちろん後者の 中でも、 たとえば文部省の「民間 

等との共同研究制度」 や 、 厚生省の「ヒューマンサイ 

エンス基礎研究・ 官民共同プロジェクト」には 大きな 

資金を使用しているプロジェクトがあ るが、 それでも 1 

億円程度までであ り、 前者の 3 プロジェクト 制度とは 

大きく異なってし、 る 。 一 

テー - マ 採択は、 ほとんどの制度において、 研究を 

希望する研究者が 代表者として 研究計画、 必要な研 

究資金、 研究メンバ一などを 整理した研究計画書を 

作成して提案し、 これを審査して 採用する方式を 取 

っている。 この方式と全く 異なるのが、 通産省の産業 

科学技術研究開発制度と、 科学技術庁の 創造科学 

技術推進制度であ る。 

通産省の産業科学技術研究開発制度では、 まず 

省内の担当課及び 国研から研究テーマを 募集し 、 そ 

のうち有望な 研究テーマを 産業技術審議会の 場に 

おいて決定する。 このテーマ決定後に 再度研究実施 

者を公募し、 当該研究テーマの 研究を最も効果的に 

実施できる能力を 持ったグループに 委託される。 但し 

実態上は、 研究テーマ提案時から、 そのテーマが 採 

択された場合の 受け皿となる 研究グループが 組織さ 

れている事が 普通であ る。 

これに対し全く 逆の方式を取るのが、 科学技術庁 

の 創造科学技術推進制度であ る。 この制度では、 ま 

ずアンケート 調査等によってプロジェクトリーダーとな 

り ぅる 有望な若手研究者を 発掘し、 事業団がまずリー 

ダの決定を行 う 。 その後、 そのリーダーが 研究テーマ 

とプロジェクトメンバーを 決定し実行する。 

なお、 研究テーマ採択において 外部審査機関を 

有しているのは、 通産省の産業科学技術研究開発 

制度 ( 産業技術審議会 ) と、 科学技術庁の 科学技術 

振興調整 費 総合研究 ( 科学技術会議 ) だけであ った 

が 、 平成 9 年度より、 通産省の官民連帯共同研究制 

度においても 外部審査委員会を 組織する予定であ 

る。 

3) 研究実施体制 

研究体制は分散研究が 中心となっており、 科学技 

術庁の創造科学技術推進制度のように、 集中研究 

所借り上げ方式に よ るプロ、 ジェクト実施は 珍しいケー 

スであ る。 但し通産省の 産業科学技術研究開発制 

度では集中研究所を 有する分散研究の 体制を取る 

プロジェクトが 多い。 

なお、 今回は取り上げなかったが、 通産省の第五 

世代コンピュータ 研究開発プロジェクト、 リアルワール 

ドコンピュータ 研究開発プロジェクトも 集中研究所労 

式の共同研究プロジェクトであ る。 皿 

研究期間は単年度から 10 年まで様々であ るが、 

プロジェクト 形式で行 う ものの多くは 3 年から 5 年の 

期間で行われるものが 多い。 この間中間評価を 厳格 

に行っているのは 通産省の産業科学技術研究開発 

制度と、 科学技術庁の 科学技術振興調整 費 総合研 

究であ り、 特に科学技術庁の 総合研究は 5 年間の 

プロジェクト 期間を前半 3 年間と後半 2 年間に明確 

に分け、 この区切りでプロジェクト 実施体制の見直し 

にまで踏み込む 積極的評価を 実施している。 但し、 こ 

の評価は後半 2 年間はテーマを 絞る事を双提として 

いるため、 予算的にも前半 3 年間に比べ減額される 

事が 暗黙の了解となっており、 プロジェクトが 拡大さ 
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れるような評価結果となる 事はない。 迦 

知的所有権 は多くの制度で 共有かつ優先実施権 

付きとなっているが、 国研の研究成果については 国 

有 財産となるケースも 少なくない。 但し、 最近国立研 

究所でも研究成果の 50% の権 利を研究者自身に 与 

える動きが出始めており、 今後の動向が 注目される。 

4. 共同研究の変化 
昨年の報告で、 我々は共同研究制度を 2 つの軸を 

設定して分類した。 一 つ はその研究対象が 基礎的な 

テーマ か 、 それとも応用開発的なテーマかという 軸で 

あ り、 もう一つの軸は 産業界側の参加企業が 1 社 か 

複数かという 軸であ る。 本年の新しい 調査対象も加え 

度 再度同様の分析を 行ったところ、 共同研究制度全 

体に大きな変化が 生じつつあ ることが判明した。 

1) 製品開発学官支援型 

元来企業の製品開発を 支援するために 整備され 

た制度であ るが、 最近は企業の 研究開発能力が 高ま 

ったこともあ り、 企業と国立研究所が 1 対 1 で行 う 共 

同研究の比率は 減少しつつあ る。 例えば、 通商産業 

着工業技術院の 筑波研究センタ 一にあ る研究所の三 

ち 、 融合研、 物質二所、 生命 エ研 、 電総研、 資環研 

05 つの研究所で 平成 6 年に 188 件の共同研究が 

実施されたが、 そのうち企業が 共同研究相手となっ 

ているものは 72 件にとどまっている。 

これに対し、 地方公共団体によるこのタイプの 共同 

研究支援策は、 地域振興の観点から 増加しつつあ る。 

大阪府や神奈川県、 北九州市などがこのような 制度 

を 有している。 今後も、 地方公共団体を 中心として、 

地域振興の観点から 官のリソースを 活用するタイプの 

共同研究制度は 増加していく 事が予想される。 雌 
大型プロ、 ジェクト制度や、 第五世代コンピュータ 研 

究開発プロジェクト、 リアルワールドコンピュータ 研究 

開発プロ、 ジェク ト など、 同業種の企業が 集結し、 同業 

界の最先端製品開発を 目指して共同で 研究開発を 

行う研究開発プロジェクトは、 各企業の技術力が 向 

上し、 企業独自の研究開発能力が 高まると同時に 企 

業の秘密保護志向が 強まり、 企業の参加意欲が 低 

下して困難になりつつあ る。 このためリアルワールドコ 

ンピュータ研究開発プロジェクトなどは、 研究内容を 

相当基礎研究側にシフトしており、 共同製品開発型 

共同研究とは 呼べなくなりっ っ あ る。 

これに対し、 「官民連帯共同研究制度」は 製品開 

発型 共同研究制度であ り、 複数企業の参加を 得て 

行われるが、 その企業群が 同業種ではなく、 異業種 

の企業であ り、 かつ其々の業種においてトップの 研究 

開発能力を有している 事が、 大型プロジェクト 等と大 

きく異なっている。 もちろん水制度の 中には同業種の 

集まりもあ るが、 成功例と呼ばれるものはいずれも 異 

業種の企業が、 それぞれにとって 新 Ⅱ、 市場に進出 

するための製品を 開発するプロジェクトであ る。 厚生 

省のヒューマンサイエンス 基礎研究・官民共同プロジ 

ェクト でも、 複数企業が参加するプロジェクトが 見られ 

るが、 同業種でのよさでも 保有する技術の 質が全く異 

なっており、 技術的に競合関係に 無い場合が成功に 

結び付いている。 

つまり、 この分野の共同研究は、 従来の キヤ ソチア 

ップ型共同研究 ( 最先端製品開発型 ) から、 技術融 

合・新産業参入型共同研究に 変化しっつあ り、 その 

形でなけれ ば 成功しなくなりっつあ るのであ る。 w 皿 
国立大学等との 共同研究を中心とする、 基礎研究 

企業支援型共同研究は、 ここ数年急激に 増加しつ 

つあ る。 これには 3 つの原因が考えられる。 一つはこ 

れまで大学との 共同研究の主役制度であ った奨学 

寄付金制度から、 企業の主張が 強く出せる共同研究 

制度に企業側がシフト し つっあ ること、 二つ目は、 企 

業がバブル崩壊後の 低成長期の中で 研究開発費を 

圧縮し、 特に基礎的レベルの 研究課題を自ら 行 う事 

をやめ、 大学に「アウトソーシンバ」しつつあ ること、 そ 

して三つ目は 大学側が企業との 共同研究に対する 

否定的認識を 改め、 積極的に受け 入れる よう になっ 

たことであ る。 

このような背景の 中では、 大学における 研究が基 

礎研究とはいえ、 大学教官側も 認識を変えていく 必 、 

要 があ る。 特に重要なのが、 企業に対し大学におけ 

る 研究成果がどのように 産業界に役立つ 可能性があ 

るのかを積極的に 提案する事であ る。 これに成功して 

いる教官には、 既に多くの民間資金が 集まりつつあ り、 
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大学内における 資金格差を生じさせつつあ る。 

また、 今回の調査では 取り上げなかったが、 NEDO 

の提案公募型研究に 始まった大規模な 大学への資 

金流入は、 大学と民間企業との 関係をを大きく 変化 

させる可能性を 包含しており、 今後の注目点であ る。 ぬ製幽 " 
共同製品開発型プロジェクト 制度の多くがその 研 

究テーマを基礎分野にシフトしっ っ あ るが、 それは同 

時に参加企業の 参加意欲を低下させる 事にもっ な が 

っており、 共同研究の正い、 方向とは言えない。 その 

ような中で、 賛否両論あ りつつも積極的活動を 続ける 

科学技術庁・ 科学技術振興事業団の「創造科学技 

術推進事業」が 特異的存在であ る。 

このプロジェクトの 特徴は研究リーダ 一の絶大な権 

限であ り、 研究内容がプロジェクトリーダ 一のアイディ 

アに強く依存するなど、 研究者個人に 焦点を当てた 

ところにあ る。 同様の制度としてさきが け 21 や提案 公 

募 理研究テーマ 募集などが行われ 始めており、 研究 

課題よりも中心となる 研究者自身の 資質に依存した 

研究プロジェクトが 今後の基礎研究分野の 主流とな 

りっ っ あ る。 その意味で、 この分野は前述の 基礎研 

究企業支援型と 融合しつつあ ると考える事も 可能で 

あ り、 成果が直接に 企業経営に貢献しにくい 分野で 

の産官学共同研究の 方向性を示すものであ る。 

5. 問題点の整理と 解決の方向 

これまでの検討結果を 基に、 産学官共同研究プロ 

、 ジェク ト における問題点を 整理し、 解決策を示す。 

1) テーマ選定 

共同研究テーマの 選定はに大きく 2 つの方向があ 

る。 一つは社会的ニーズから 政策的に決定すべきも 

のであ り、 もう一つは研究者のアイディアからシーズと 

して出てくるものであ る。 このどちらか 一方のみを重視 

すると、 研究の効率性が 失われたり、 成果が期待さ 

れたものと異なる 結果となる事があ る。 基本的には 基 

礎 研究型共同研究では 研究者のアイディアを 重視し、 

製品開発型共同研究では 成果利用者のニーズを 重 

視する事が必要であ るが、 ナショナルプロジェクトとし 

て国が共同研究をマネジメントする 場合、 その両者を 

適度に組み合わせて 研究テーマの 選定をしていく 事 

が必要であ る。 

具体的には、 政策的に社会ニーズの 高い研究課 

題を選定し、 その課題を解決する 研究テーマを 研究 

者に対し公募する 方法が最も効率的であ る。 この場 

合政策的に決定する 研究課題はあ まり限定せず、 

様々なアプローチが 考えられるようなものが 望ましい。 

但し、 この「政策的に 社会ニーズの 高い研究課題 

を選定」することが、 現在の日本にとって 最も困難な 

作業であ る。 これまでは先進諸国に 目標となるお 手 

本があ り、 技術動向の明確な 分野で、 最先端の技術 

を目標とした 課題を設定すればよかった。 しかし今後 

は、 これまで全く 考えられなかったような 新しい分野に 

進出する未知の 技術開発を実施していか ぬぱ ならな 

い。 行政担当者側の 相当な情報収集能力と、 長期 

展望能力が要求されるところであ る。 

このテーマ選定に 当たっては、 もう一つ忘れてはな 

らないポイントがあ る。 それは、 参加者全てに 価値が 

あ る共同研究であ る事ということであ る。 もちろん、 そ 

の 価値は参加者毎に 違ってもよく、 例えば大学研究 

者はその研究に 参加する事で、 理論的研究が 進み、 

国研研究者はその 研究参加で特定各技術の 汎用化 

に成功、 企業はその成果の 一部を製品として 販売で 

きるなど、 それぞれが自らの 一番得意とするフィール 

ドで成果を上げられる 事が望ましいのであ る。 これま 

で産学官の共同研究と 言えば、 前の分類でも 述べた 

よう に、 産業界が基礎研究を 支援するか、 官 側が企 

業の製品化研究を 支援するかが 一般的であ り、 その 

意味で参加者のどちらかにとって「協力」的意味合い 

の強いものであ ったが、 今後はその両者が 自分の得 

意な領域で参加できる 研究テーマを 選定していく 必 、 

要があ ろう。 

D 研究体制 

研究体制が問題となるのは、 複数の企業が 共同 

研究に参加している 場合が中心であ るが、 この研究 

体制については、 分散型、 集中研究所型双方に 利 

点 ・欠点があ る。 分散型の利点は 新規投資があ まり 

必要無く、 また複数の企業が 参加する際に 相互の秘 

密保持が容易であ ると レづ 利点があ るが、 研究の管 

理が難しく、 共同研究効果を 高める事が困難であ る。 

集中研究所方式は 研究者が一個所に 集まって研究 

を進めるため、 新 い、 アイディアや 刺激が流通し、 高 
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い 研究成果を生み 出す事が期待される。 但し、 かなり 

の額の初期投資を 必要とするとともに、 企業から優秀 

な研究者を集中研究所に 出向させるのは 非常に困 

難であ り、 優秀な研究者の 確保ができない 事が予想 

される。 この両者を融合した 集中研究所・ 分散研究 

併用式も通産省の 産業科学技術研究開発制度等に 

おいて試みられているが、 両者の利点だけでなく、 両 

者の欠点をも 併せ持つ構造となっているものも 多い。 

この「両者の 利点のみを引き 出すためには、 コーデ 

ィ ネータ一役としての 国立研究所が 重要な役割を 果 

たすことになろ う 。 国立研究所の 研究室を共同研究 

所とし、 国研の研究者と 民間の研究者が 国研におい 

て共同研究するとともに、 共同で行 う必 、 要の無い部 

分は企業研究者が 持ち帰り、 企業内で研究を 進める 

ものであ る。 この方法であ れ ば 初期投資も少なく、 ま 

た企業研究者の 出向を必要としないので、 企業から 

優秀な人材の 参加を得られる 可能性が高まる。 さら 

に 国研に いて 同時に研究を 行 う 研究者を管理する 事 

で、 企業間の秘密漏洩の 懸念も低減する 事が可能と 

インセンティブとなるような 運用をしなければならない 

と言 う 事であ る。 最近工業技術院では、 研究者が申 

請した知的所有権 の 50% を当該研究者に 与える制 

度が始まっており、 同様の制度が 各省に普及する 可 

能 性が高い。 

また、 大学等においては 知的所有権 、 特に特許等 

に対する活動が 乏しく、 多くの研究成果が 企業等の 

特許として流出している。 一部 は ついては海外への 

流出も始まっており、 早急に知的所有権 確保環境を 

整備する必要があ る。 

6. 新しい共同研究に 求められる機能 
以上のような 共同研究環境の 変化の中で、 新 い、 

共同研究システムに 求められる機能として、 以下の ょ 

う なものがあ げられる。 W 皿 ぬ 
これまでの共同研究プロジェクトは、 その多くが研 

究期間限定型であ り、 プロジェクト 開始時に終了時 

点での目標を 設定し、 その目標に向かって 研究を進 

めていくスタイルであ った。 このため、 研究評価も 、 そ   
なる。 

0 目標からどれだけずれているかを 評価することがそ 
脇 研究評価 

  
ェクト の成否を判断する、 いわゆる 0X 式の研究 評 激 に変化する社会の 中で、 社会ニーズ・ 社会シーズ 

価 であ り、 英語で言 う Evaluatjon の意味を持っもの 
に 適応した研究開発を 進めていくためには、 変化す 

は 少ない。 本来の研究評価は、 「現在実施されてい る社会にあ れせて研究開発の 目標自体をも 変化させ 

る 研究開発プロジェクトを 更に効率的・ 効果的に進め 
つ っ、 研究を進めていく 必要があ る。 そいて研究を 効 

るためにはどのようにしていけばよいか」を 研究実施 果 的に終了するためにも、 研究期間についても 自由 

者 と一体となって 検討するものであ り、 プロジェクトの 度を高め、 必 、 要な期間実施できるような 制度を確立 

中間に何度も 行われる 必 、 要があ る。 
すべきであ る。 

この評価に関しては 外部評価者の 活用が最近の 
現在でも、 大学における、 民間等との共同研究や 、 

傾向であ るが、 ただ闇雲に外部の 有識者を入れれば 
各国立研究所での 共同研究は、 単年度契約であ る 

よい評価が得られるとは 限らない。 特にあ まり専門か がゆえに期間的制限はなく、 毎年目標を変えながら 

らはなれすぎた 評価委員では、 正当な研究評価がで 長期にわたった 共同研究を実施する 事が可能であ る。 

きない可能性があ る。 評価を Ox ではなく、 「一緒に しかし、 民間企業が複数参加する 大規模共同研究 

改善していこ う 」と レ ㌧活動として 捉えるのであ れば、 にこそこのようなフレキシブルな 研究体制を導入すべ 

無理に外部評価委員などを 導入せず内部評価シス きであ ろう。 

テム を確立するのも 一つの方向であ る。 
なお、 厚生省のヒューマンサイェンス 基礎研究・ 官   

民 共同プロジェクトは、 1 期間 3 年ながらも、 メンバー   

知的所有権 の扱いにおいて 重要なのは、 その 扱 テーマ等を調整の 上継続申請する 事が可能であ り、 

いの方法が、 研究参加者 ( 法人、 個人双方 ) に対する 実体的に 3 年ごとの目標変化に 合わせながら 継続 
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する共同研究プロジェクトとして 成立している。 

2) 個人の重視 

前述のように 目標設定が困難になりつつあ る中で、 

研究者個人の 重視が共同研究においてもその 重要 

性を増しっ っ あ る。 この場合期待される 人材 像は 、 将 

来を見通す目を 有し、 今何を誰と共同で 研究すべき 

かを判断、 コーディネート 能力とトラブル 処理能力に 

長けたプロジェクトリーダ 一であ る。 科学技術庁の 創 

造科学技術推進制度におけるプロジェクトリーダーが 

これに近い役割を 果たしているが、 今後技術融合製 

品開発型共同研究プロ、 ジェク ト においても、 このよう 

な幅広い知識を 有し、 かつ調整能力を 持った、 いわ 

ゆる 々  レッ、 ジブルコーディネーターと 呼ばれる人材が 

必要となってこよう。 

我が国においてこのような 々レ、 ソ ジブルコーディネ 

ータ一になれる 資質を最も有していると 考えられるの 

は国研の研究者であ る。 国研の研究者は 中立の立 

場 で、 かつ産業技術的観点から 研究開発課題を 捉 

える事が可能であ り、 また知的所有権 の管理や標準 

行政等に関する 知見も深い。 今後国立研究所の 研 

究者は、 このような大規模産学官共同プロジェクトの 

コーディネーターとして 活躍していくべきであ ろう。 

の メンバ一の構成 

あ る。 

このように、 共同研究において、 そのメンバー 選定 

が研究内容と 密接に関係する 事も、 研究テーマの 募 

集・採択形式を 検討する必要があ る理由であ る。 

4) 行政者としての「 官 」の参加 

産学官の共同研究と 言う場合、 そのなかの「 官 」の 

意味は長らく「予算支出者」であ った。 昨今やっと 

「 官 」が国立研究所をさすものとして 使われる場面が 

増えてきたが、 現状でもまだまだ 十分には浸透してい 

ない。 

しかし、 今後の産学官共同研究を 効率的に進める 

ためには、 さらに一歩進んで、 「行政者」としての 官の 

参加を求めていく 事が必要であ る。 

環境問題、 医療福祉問題、 武器拡散問題など、 

技術開発だけでは 解決できない、 しかし技術開発が 

大きく貢献できる 可能性を有した 課題が急激に 増加 

し始めている。 このような中では、 技術開発を終えて 

からその行政的活用を 準備したのでは 手後れであ り、 

技術開発と行政的活用研究を 同時に進め、 目標を 

修正しつつ技術開発のゴールに 向かっていく 必要が 

あ る。 このため、 行政部局の担当者が 研究プロジェク 

トの メンバーとして 共同研究に加わり、 行政面からの 

研究を進めていく 事が必要であ る。 

 
 
 
 末

こ
終
へ
で
 

 
 

 
 

ン
 

レ Ⅰ   
共同研究動向を 把握する事も 可能となろ う 。 

この場合に重要になるのがメンバ 一の選定であ る。 

原則としてメンバーは、 各業界 ( または各技術分野 ) 

から 1 社とし、 参加者間で技術や 市場の競合が 現状 

ではないものであ る事が必須であ る。 さらに其々の 企 

業 が持っ技術力は 、 其々の業界でトップであ る事が、 

参加者相互間の 信頼関係を醸成する 事にっながる。 

その上で、 企業 エ ゴ や 研究者の資質を 勘案して、 共 

同研究が最も 行いやすいメンバーを 選定する必要が 
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